
企画競争実施の公示 
  

令和８年６月２日  

東北地方整備局副局長  藤井 政人 

  

次のとおり、企画提案書の提出を招請します。  

  

１．業務概要  

 （１）業 務 名：東北地域におけるクルーズ振興の推進に係る広報業務  

 （２）業務内容：本業務は、クルーズ振興を通じた国内外からの交流人口の拡大による 

地域活性化を目的として、クルーズの持続的な成長に向けた取組を推

進するとともに、クルーズ旅の魅力の発信・訴求を図る新聞広告によ

る広報を行うものである。   

 （３）履行期限：令和８年１１月３０日 (月) 

  

２．企画競争参加資格要件  

（１）予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第７０条及び第７１条の規定に 

該当しない者であること。  

（２）令和７・８・９年度の国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）における「役 

務の提供等」のうちＣ等級に格付けされた東北地域の競争参加資格を有する者であ 

ること。  

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立てがな 

されている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始 

の申し立てがなされている者は、競争参加資格の再認定を受けていること。  

（４）企画提案書の提出期限の日から、見積書の徴取の時までの期間に、東北地方整備 

局長から指名停止の措置を受けていないこと。  

（５）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者とし 

て、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でな 

いこと。  

（６）企画競争実施に係る説明書を３．（２）により直接交付を受けた者であること。 

（７）業務実施上の要件 

① 企業の業務の実績  

      ② 配置予定業務管理責任者の業務の実績   

        ①、②は下記に示される同種業務について、平成２８年度以降に完了した業 

務において１件以上の実績を有さなければならない。  

          同種業務：国、地方公共団体が発注した広報業務。  

 

３．手続き等  

（１）担当部局  



       〒980-8602 仙台市青葉区本町三丁目３番１号 仙台合同庁舎Ｂ棟  

国土交通省 東北地方整備局 総務部 経理調達課 調達係  

電話：022-716-0013（内線 6576）  

電子メール：pa.thr-choutatsu@ki.mlit.go.jp 

（２）説明書の交付期間、場所及び方法  

    ①交付場所及び方法  

交付を希望する者には、託送（着払い・希望者の負担）、電子メール又は（１） 

の場所で交付を行う。  

ただし、交付を希望する場合は、令和８年６月１５日（月）１６時００分まで 

に（１）に送付先、会社名、担当者名、電話番号等を明記の上、電子メール（送 

信後、必ず着信を確認すること。）により申し出ること。  

②（１）での交付期間  

令和８年６月２日（火）から令和８年６月１５日（月）までの土曜日、日曜日 

及び祝日を除く毎日９時３０分から１６時００分まで。  

（３）企画提案書の提出期限、場所及び方法  

    ①提出期限：令和８年６月１６日（火）１６時００分  

    ②提出場所：（１）に同じ。  

    ③提出方法：持参、郵送（書留郵便に限る。提出期限までに必着。）、託送（書留郵便 

と同等のものに限る。提出期限まで必着。）もしくは電子メールによる 

ものとする。  

なお、押印を省略する場合は、「責任者及び担当者」の氏名及び連絡 

先を企画提案書等に必ず記載すること。  

（４）企画提案に関するヒアリングの有無  

提出された企画提案書について、ヒアリングは実施しない。  

  

４．その他  

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。  

（２）関連情報を入手するための照会窓口 ３．（１）に同じ。  

（３）企画提案書の作成及び提出に要する費用は、企画提案者側の負担とする。  

（４）企画競争実施委員会に提出された提案書は、当該提案者に無断で二次的な使用は 

行わない。  

（５）提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該提案書を無効にするとともに、記載を 

行った応募者に対して指名停止を行うことがある。  

（６）特定した提案内容は、国等の行政機関の情報公開法に基づき、開示請求があった 

場合、「開示」を予定している書類とする。  

（７）提案が特定された者は、企画競争の実施の結果、最適な者として特定したもの 

であるが、会計法令に基づく契約手続きの完了までは、国との契約関係を生じる 

ものではない。  

（８）その他の詳細は説明書による。  


